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事業費（人件費除く）の財源内訳
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事業計画の取り組み状況 ％
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実績値
単位指標設定の考え方

実績 1
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評価者
氏　名

川口　正仁　 連絡先
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(内線)

そ   の   他
一 般 財 源

計

コード

名称
担当部課

６０３０００

島ヶ原支所住民課

終了年度 平成

事      業      費
国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担

1,1351,224

4,685

平成２１年度 計画内容

1,135 1,085

1,0851,085

事務費

地域交付金

1,085

4,735 4,685

目標

実績

目標 6
実績 6

3,600

地域交付金
人件費

1,073

　 　

年度

1,398

　
地域交付金
人件費

15

1,083

関連事業
年度

　委託先

平成２０年度 決算内容

　

3

建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

1

市内の類似施設

2

総事業費 千円

配置（予定）人員 人

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

自発的に地域のまちづくりを行おうとする市民

（※対象件数

根拠法令・要綱等 伊賀市自治基本条例

千円

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

7

まちづくり協議会の運営委員会へアドバイザーとして参加す
る。また、まちづくり協議会の各種事業へ要請があった場合参
加し活動支援を行った。
・協議会　　　　　 運営委員会12回　　各部会随時
・総務広報部会　広報紙の発行（年６回）　HP更新他
・健康福祉部会　世代間ふれあい交流会　他
・安全防災部会　救急救命講習会　安全パトロールの実施他
・教育文化部会　自然環境保護事業ウォーキング開催他
・生活環境部会　エコピカコンクールの実施・パトロール他

島ヶ原会館を指定管理受託したことにより、ここを活動拠
点として積極的に地域課題解決に向けた取り組みが行わ
れている。又、各部会の活動も目標実現に向けて活発で
ある。

(千円)
地域交付金
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金  額

（Ａ）

事業投入人員

進捗率
(％)

1
1

　

事務費

平成１９年度 決算内容

地域まちづくり計画に基づく市民が主体となったまちづくりが進め
られる。

(千円)

運営主体

　
事 業 内 容 数量

平成２３年度 計画内容平成２２年度 計画内容

1 組織 300
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1,073
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4,685

0.50.5 人 3,600 人件費（Ｂ）

総務管理費

　 　

　 (千円)
1 組織

自治振興費

住民自治協議会推進経費

住民自治協議会推進経費

1,135　 Σ

総合評価 事業の方向性

６・７

2109

事業の成果を測る指標

まちづくり計画の進捗状況

評価項目 ポイント

1,085

地域交付金
事務費
　
　

　
事業費計(A)

人件費（Ｂ）

策定した「地域まちづくり計画」に沿い、課題解消や地域振興を図るため自治会や各種団体と連携した活動に対して、今
後も支援が必要である。

まちづくり計画の取り組み状況は、毎年新規事業に着手し、取り組んできている。Ｈ２０の目標値に対し、実績値４１％とし
たのは実施主体に直接聞き取りを実施し進捗状況を確認した。

計画した会議や会報の発行はすべて実施した。

交付金の減少は、自主財源を持たない自治協議会にとって影響が大であるが、交付金の活用に努めることができた。

(千円)

平成２４年度 計画内容
事 業 内 容
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人0.5

1,085
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その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等
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改善についての取り組み
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事 業 内 容単位 数量 金  額単位 事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容単位 数量 金  額単位 事 業 内 容 数量 金  額 金  額単位単位 数量

区分

会計

項

名               称
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事業名
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施　策

細目

細々目

款

コード

住民自治協議会推進経費

豊かさを実現するための地域に合った施策を住民
自らが選択する 目

住民自治協議会への支援体制の整備

コード 名            称

01

02

一般会計

総務費

02

01

14

102

90

70

目標

実績

45 47

H22

6

Ａ 現状維持 引き続き効果的、効率的な交付金活用に向け事業を実施していく。２１年度は地域交流推進事業のひとつとして「環境にやさしい循環型
農業研修会」や環境啓発事業として「環境問題住民意識調査」に取り組む。

目標値

回
目標 1 目標 1
実績 1

6

12

6
目標 12
実績 12

総会の開催

回

回
12

実績 12

協議会だより発行

運営委員会の開催
目標

ソフト事業

1

活動指標 単位
実績値

H19 H20 H21 H22

目標値

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


